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問 題

本研究の目的は，職場チームにおける対面的なコミュニケーションの量と構

造がどのように発達・変化するのかについて，時系列データに基づき明らかに

し，パフォーマンスとの関連を検討することである。

集団や対人関係の発達に伴いコミュニケーションの量や構造は変化する。こ

本研究の目的は，職場チームにおける対面的なコミュニケーションの発達過

程を実証的に明らかにし，パフォーマンスとの関連を検討することである。実

際の組織のプロジェクトチームを対象に，１１カ月間，対面的なコミュニケー

ションを記録・測定した。チーム毎の対面時間と３つのコミュニケーション・

ネットワーク指標―密度，推移性，集中度次数を，上期－中期－下期の３つの

時期に分けて算出し，パフォーマンスの程度（３）×時期（３）の分散分析を行っ

た。分析の結果，どのチームにおいても対面時間が減少し一定の水準に収束す

ること，パフォーマンスが高いチームでは密度は低く集中度は相対的に高いこ

とが示された。また，効率的なチーム活動は，明示的なコミュニケーションの

単なる省略ではなく，推移性の高い構造によって支えられていることが明らか

となった。
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れまでに提唱された集団発達に関する多くのモデルでは，集団が形成期から一

定期間を過ぎて安定期に到達すると，メンバー間のコミュニケーションは固定

化されることが示されている（e.g., 古川, １９８９; Moreland & Levine, １９８８;

Smith,１９７０; Tuckman & Jensen,１９７７）。また，日常的な対人関係において，

直接的なコミュニケーション行動は関係の安定に伴い減少することが指摘され

ている（大坊，１９９０）。

コミュニケーションの固定化や減少は，単に相互作用が不足する状態を示し

ているのではなく，メンバー間で認知の共有が進む結果生じる。メンバー間の

相互作用が不十分な集団の形成期には，多くの直接的なコミュニケーションに

より，課題遂行に必要な情報共有や目標・役割の明確化などを明示的に行う必

要がある。しかし，課題の進め方やメンバー同士の特性について理解が進み認

知の共有がなされることで，直接的なコミュニケーションのコストをかけずと

も，集団で課題を遂行することが可能となる。近年，共有メンタルモデル

（shared mental model）やトランスアクティブメモリーシステム（transactive

memory system）といったチームによる認知の共有と，チームの効果性との関

連を検討した多くの実証研究が行われている（e.g., Decurch & Mesmer−Mag-

nus,２０１０; Lewis & Herndon,２０１１）。

しかし，実際の職場チームにおいてこのようなコミュニケーションの発達・

変化を長期的に測定し実証的に示した研究は少ない。古典的な小集団実験や多

くのチーム研究で対象とされている短期的な集団とは異なり，長期的な課題に

取り組む実際のビジネスチームにおけるチームの特徴を，時系列データとして

測定し明らかにすることは，チーム研究の理論的拡充にとっても，それらを実

践場面で活かす上でも重要な課題であると考える。

メンバー間のコミュニケーションの効率化がチームの効果性に及ぼす影響に

ついては，これまでにネガティブな側面もポジティブな側面も指摘されている。

一般的にメンバー間のコミュニケーションが減少し不十分な場合，チームの

パフォーマンスにネガティブな影響をもたらす。職務チーム内のコミュニケー

ション量がチームの効果性と結びついていることは実証的にも示されている

（e.g., Keller, １９９４；縄田・山口・波多野・青島，２０１５）。コミュニケーション
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の効率化は，ルーティン課題への執着と革新性や創造性の阻害として現れる硬

直化現象を招く要因となることもある（古川，１９８９）。Skilton & Dooley

（２０１０）は，認知の共有の一側面であるトランスアクティブメモリーシステム

がチームの硬直を生み出し，情報交換や創造的な問題解決をかえって妨げる場

合があることを指摘している。

一方で，チーム・コミュニケーションの量が必ずしもパフォーマンスの高さ

と関連しないことも示されている（Smith, Smith, Olian, Sims, O’Bannon, &

Scully, １９９４；田原, ２０１４; 田原・山口，２０１３）。また，共有メンタルモデルに

より実現する「暗黙の協調（implicit coordination）」により，チーム活動の作

業負荷が軽減されパフォーマンスが高まる可能性や（Rico, Sanchez−Man-

zanares, Gil, & Gibson,２００８），チーム活動の充実と量的に少ないコミュニケー

ションが両立する円熟・安定位相を含めたチームの発達モデル（山口，２０１２）

も示されている。秋保・縄田・中里・菊地・長池・山口（２０１６）は，大学生の

模擬店団体を対象とした質問紙調査を行い，雑談などを除くチーム活動に直接

かかわるチーム・ダイアログ（team dialogue）の量が少なくても，メンタル

モデルの共有度が高いチームにおいては高いパフォーマンスを発揮することを

示した。

以上より，チームの発達に伴うチーム・コミュニケーションの変化は，量的

な減少や構造的な効率化として現れることが考えられる。そして，相互作用を

繰り返すことで生じるチーム・コミュニケーションの量的・構造的な変化は，

チーム活動を特徴づけ，さらには，チームのパフォーマンスに影響を及ぼすだ

ろう。

本研究は，実際の職場チームを対象に，長期的に対面的なチーム・コミュニ

ケーションを記録・測定し，どのような変化がみられるのかその特徴を明らか

にすることを目的とする。さらに，優れたパフォーマンスを発揮するチームと

そうでないチームとを比較することで，どのような量的・構造的なコミュニ

ケーションの特徴や変化が高いパフォーマンスに結びつくのかを明らかにす

る。
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方 法

調査対象者

A社の研究開発部門のプロジェクトチーム１２チーム１３６名を対象に，２００９

年４月から２０１０年２月までの１１か月間，日立ハイテック社製の“ビジネス顕

微鏡”（森脇・佐藤・脇坂・辻・大久保・矢野，２００７）２を用いて，勤務時間中

のコミュニケーション行動を記録・測定した。

１２チームのうち，３チームは調査開始前からの継続チームであり，残りの９

チームは調査開始時に形成された。ビジネス顕微鏡による測定が２ヶ月以上行

われなかった２チームを除外し，最終的には１０チームを対象に分析を行なっ

た。各チームの所属人数は７～１９名であった（M＝１２．５，SD＝３．５）。

チーム・コミュニケーション指標

“ビジネス顕微鏡”により測定されたデータより，調査対象としたプロジェ

クトチーム内のメンバー同士のコミュニケーションに関するデータのみを抽出

した。

対面時間 一月毎に１人１日あたりの平均対面時間（分）を算出し，その

チーム平均を，チーム・コミュニケーションの量的指標として用いた。

ネットワーク指標 上記の平均対面時間に基づいて２値グラフを作成し，

ネットワーク指標として密度，推移性，及び集中度次数の３つを算出した。密

度とは，ネットワーク上で潜在的に接続しうる辺に対する，実際に接続してい

る辺の割合を意味する。推移性とは，ネットワーク内の３つの頂点を取り出し

た際に，その３つが推移的関係をなす程度を示す。集中度次数とは各頂点がも

つ次数の割合をもとに算出され，ネットワーク構造が特定の頂点に偏っている

程度を意味する。

チームのパフォーマンス

A社の調査対象とした事業所を統括するマネージャーに，各チームの成果物

２“ビジネス顕微鏡”とは，各自が名札型センサーノード（サイズ縦７．０cm×横９．８cm×
厚さ９．０mm，重さ６２g）を装着することで，メンバー間の対面状況（対面の相手，対面
の長さ，情報授受の方向）を１分ごとにデータベース化する測定システムである。“ビ
ジネス顕微鏡”を利用した研究例については，田原（２０１４）や田原ら（２０１３）を参照さ
れたい。
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に基づいて評定を行ってもらい，パフォーマンス高群４チーム，中群４チーム，

及び低群２チームに分類した。

結 果

チーム・コミュニケーションの時系列変化

図１に，調査期間中のチーム別の対面時間の時系列変化を示す。図１より対

面時間は，上期はチームにより違いがあり，各チームとも一時的に増加する時

期を経て，その後減少し，いずれのチームも１日１人当たり１０～２０分前後と

収束していることがわかった。

チーム・コミュニケーションの時系列変化とパフォーマンスとの関連

チーム・コミュニケーションの時系列変化とパフォーマンスとの関連を検討

するため，対面時間及び３つのネットワーク指標それぞれについて，パフォー

マンス高・中・低群ごとに，４月から６月の上期，８月から１１月の中期，１２

月から２月の下期の３つの時期の平均を算出した。そして，対数変換したうえ

で，パフォーマンス（３）×時期（３）の分散分析を行った。分析には HAD（清

水・村山・大坊，２０１６）を用いた。結果を図２，図３，図４，及び図５に示す。

なお，図には交互作用の有意性のみを記した。

対面時間は時期の主効果のみ有意であり（F（２，１４）＝６．３８，η２p＝．４８，

p＜．０１），パフォーマンスの主効果と交互作用は有意でなかった（順に，

F（２，７）＝０．８１，η２p＝．１９；F（４，１４）＝１．３８，η２p＝．２８，ともに n.s.）。多

重比較（Holm法）の結果，中期に比べ下期の対面時間が短かった。つまり，
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コミュニケーション量は，パフォーマンスに関わらず，チームの形成から時間

を経ていずれのチームも減少することがわかった。

密度は交互作用が有意であり（F（４，１４）＝８．０４，η２p＝．７０，p＜．０１），

パフォーマンスの単純主効果は上期では高群が中群及び低群より小さく

（F（２，２１）＝６．７４，η２p＝．６６，p＜．０１），下期では高群と中群が低群より小さ

かった（F（２，２１）＝４．６１，η２p＝．５７，p＜．０５）。中期では有意な差はみられ

なかった（F（２，２１）＝１．５２，η２p＝．３０，n.s.）。時期の単純主効果は，パ

フォーマンス高群では上期に比べ中期が大きい傾向が認められ（F（２，１４）＝

３．７０，η２p＝．５５，p＜．１０），中群では上期が最も大きく，次に中期が大きく，

下期が一番小さかった（F（２，１４）＝０．８８，η２p＝．８８，p＜．０１）。低群では有

意な差は見られなかった（F（２，１４）＝０．２５，η２p＝．２０，n.s.）。つまり，パ

フォーマンス高群の密度は中期で一時的に大きくなるものの一貫して０．４以上

０．６未満の中程度であった。それに対し，中群は上期では低群と同様に密度が
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高いものの中期，下期と徐々に小さくなり，低群では３期通じて一貫して密度

が高かった。

推移性については，パフォーマンス及び時期の主効果と交互作用すべてで有

意差は認められなかった（順に，F（２，７）＝１．５１，η２p＝．３０；F（２，１４）＝

２．０１，η２p＝．２７；F（４，１４）＝０．３９，η２p＝．１０；すべて n.s.）。推移性は，パ

フォーマンスの優劣に関わらず，また，いずれの時期においても０．８以上とい

う高い水準に保たれていた。

集中度次数は交互作用が有意であり（F（４，１４）＝４．７２，η２p＝．５７，p

＜．０５），パフォーマンスの単純主効果は上期でパフォーマンス高群が中群及び

低群より大きく（F（２，２１）＝．１２．３５，η２p＝．７８，p＜．０１），中期では高群及中

群が低群より大きかった（F（２，２１）＝１３．４２，η２p＝．７９，p＜．０１）。下期では

有意傾向であり高群と中群が低群に比べ大きかった（F（２，２１）＝．３．３３，η２p

＝．４９，p＜．１０）。時期の単純主効果は，パフォーマンス中群では上期，中期，

下期と時間とともに大きくなり（F（２，１４）＝７．０７，η２p＝．８８，p＜．０５），低群

では中期よりも下期で大きくなった（F（２，１４）＝．１８．５２，η２p＝．８６，

p＜．０１）。高群では有意な差は認められなかった（F（２，１４）＝０．５６，η２p＝．１６，

n.s .）。つまり，高群はチーム形成の初期から０．３程度の集中度が維持され，中

群と低群ではチーム形成期に低い集中度が時間を経て徐々に高くなることが分

かった。とはいえ，集中度は高い時期でも０．３程度であり集中度の低い構造で

あった。

考 察

本研究の目的は，職場チームを対象に対面的なコミュニケーションを記録・

測定し，チーム・コミュニケーションの長期的な時系列変化の特徴とそのパ

フォーマンスとの関連を明らかにすることであった。チーム・コミュニケー

ションの量的な指標として対面時間について，また，構造的な指標として３つ

のネットワーク指標―密度，推移性，集中度次数について検討した。

対面時間については，図１に示した通り，また分散分析の結果から時期の主

効果のみが有意であり，パフォーマンスの優劣に関わらずチームの発達に伴い
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減少していった。最終的に下期では１日１人あたり１０～２０分に収束しており，

時間的には短かった。多くの集団発達のモデルで示唆されている通り（e.g.,

古川，１９８９; Moreland & Levine, １９８８; Smith, １９７０; Tuckman & Jensen,

１９７７），形成期から時間の経過とともに，コミュニケーション量は減少してい

くことが示された。

密度と集中度次数は，パフォーマンスの優劣により構造的な効率化の様相が

異なり，特徴的な変化をすることが分かった。パフォーマンス高群は，密度も

集中度も上期から下期まで変化が少なくほぼ一定しており，密度は０．４以上

０．６未満の中程度の水準を，集中度次数は０．３程度の比較的低い数値ではあっ

たが他の群に比べて相対的に高い水準を維持していた。パフォーマンス中群は，

密度も集中度次数も上期では高群と有意な差があるものの，密度は時間ととも

に小さくなり，逆に集中度は時間とともに大きくなって，最終的に下期では，

高群と同様の水準となった。それに対し，パフォーマンス低群は，密度は時系

列の変化が認められず一貫して０．８程度と高く，集中度次数は中期から下期に

かけて変化が見られるものの，高群及び中群よりも低かった。

これら密度と集中度次数の分析結果は，パフォーマンスが高いチームほど，

特定の対象に限定された効率化した対面的コミュニケーションを行っているこ

とを示す。具体的には，各群の特徴は以下のような示唆を持つものであると考

えられる。

パフォーマンス高群は，対面時間の分析結果（図２）で示された通り，他の

群に比べてコミュニケーション量が少ないわけではない。にもかかわらず，上

期から，密度は他の群より相対的に低く，逆に集中度次数は他の群よりも相対

的に高い水準で維持された。このことから，調査を行った全期間を通じて，チー

ム内での役割分担が明確であり，ある程度特定の相手との効率的なコミュニ

ケーションが行われていることが推察される。また，チーム形成時の上期から

特定のリーダーのリーダーシップが適切に機能している可能性が考えられる。

パフォーマンス中群は，チーム形成期の上期には高群ほど効率化された構造で

はないが，最終的に下期では高群と同様の効率化の特徴が表れた。これは，時

間とともに役割分担や認知の共有が進むことで，徐々に効率化していったため

田 原 直 美・山 口 裕 幸70



と考えられる。パフォーマンス低群では対面時間が減少していくものの，集中

度次数及び密度の変化はほとんどなく，コミュニケーションの相手が特定化さ

れていなかった。これは，認知の共有が１１か月たってなお未成熟であり，役

割分担や適切なリーダーシップが不全である可能性が考えられる。

密度と集中度次数とは対照的に，推移性については，時期とパフォーマンス

による違いは見られず，０．８以上の高い水準が維持されていた。対面時間の減

少や密度の低下などといったコミュニケーションの効率化が起こっても，推移

性が高く保たれることで円滑なチーム活動が維持される可能性が示唆された。

本研究で得られた知見は以下の３点にまとめられる。第１に，本研究は，多

くの集団発達モデルで示されてきたコミュニケーションの効率化が，量的な減

少とコミュニケーション対象の特定化という形で進むことを実証的に明らかに

した。そして，チーム内の役割分担や認知の共有が進むことで生じる効率的な

コミュニケーションが，高いパフォーマンスに結びつく可能性が示唆された。

コミュニケーションの効率化は，必ずしも必要な情報授受を妨げたり集団の活

動を衰退させたりするものではなく，円滑なチーム活動にとって有効なチーム

の発達の一側面であると捉えることができる。

第２に，コミュニケーションの効率化は，チームの課題遂行にとって最適な

水準へ収束していくことが示唆された。チーム・コミュニケーションは課題の

特性や目標により効果的なネットワーク構造が異なる（Aamodt & Raynes,

２００１）。対面時間が下期には１０～２０分程度に収束されたことや，各ネットワー

ク指標が総じて，密度は中程度以上で，推移性は高い水準で，また集中度字数

は０．３以下で推移することは，調査対象組織の業務を反映したものであろう。

研究開発という業務の特性上，トップダウン式の指示命令系統がはっきりした

コミュニケーションではなく，各メンバーの専門性が尊重された，水平方向の

コミュニケーション形態がとられていることを示すものであると考えられる。

第３に，対面的なコミュニケーションが効率化され量的な減少と対象の特定

化により密度が低くなったり集中度が高くなったりしても，推移性の高いネッ

トワーク構造が維持されていた。これは，個人が他のメンバーそれぞれと密に

つながっているのではなく，個人があるメンバーを介すことにより別のメン
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バーとつながるという形でチーム全体としてはすべてのメンバーがネットワー

クとして結びついていることを意味する。この点は，コミュニケーション構造

とパフォーマンスについて検討した古典的な集団実験（e.g., Leavitt,１９５５;

Shaw,１９６４; 狩野，１９７７）においては想定されてこなかったネットワーク構造

である。実際のビジネスチームにおいては，コミュニケーションが効率化され

ても，推移的な関係が保たれることでチーム活動が支えられている様相が示さ

れた。

以上の通り本研究は，実際の組織におけるプロジェクトチームのチーム・コ

ミュニケーションについて約１年間にわたる発達過程を実証的に明らかにし，

優れたパフォーマンスを発揮するチームに特徴的なコミュニケーションの効率

化の様相を明らかにした。ただし，対象としたチーム数が少なく，結果は調査

対象とした組織に限定的である。また，ネットワーク指標に表れないリーダー

シップや認知の共有などの心理的な変数や，具体的なコミュニケーションの内

容などを測定しておらず，コミュニケーションの効率化の要因については上記

に述べた点が示唆されるのみである。今後，チーム・コミュニケーションの効

率化を決定づける心理変数やチームのパフォーマンスとの関連について，検討

を深めていく必要がある。
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